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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　作業流体を含有する作業流体回路と、
　前記作業流体回路と流体的に連結され、前記作業流体回路中に作業流体を循環させるよ
うに配列されたポンプと、
　前記ポンプと前記作業流体回路を通り流体的に連結されかつ熱源と熱的に連通するよう
に配列された第１の熱交換器と、
　前記第１の熱交換器と前記作業流体回路を通り流体的に連結しかつ第１量の流れを膨張
させるように配列された第１のタービンと、
　前記第１のタービンと前記作業流体回路を通り流体的に連結しかつ前記第１のタービン
から放出された前記第１量の流れから前記第１の熱交換器に向かった前記第１量の流れに
残留熱エネルギーを伝導するように配列された第１の回収熱交換器と、
  前記ポンプと前記作業流体回路を通り流体的に連結されかつ前記熱源と熱的に連通する
第２の熱交換器と、
  前記第２の熱交換器と前記作業流体回路を通り流体的に連結されかつ第２量の流れを膨
張させるように配列された第２のタービンとを有するとともに、
  前記作業流体回路は、前記ポンプから下流側で前記第１量の流れと前記第２量の流れに
前記作業流体を分離するように配列され、前記第１の熱交換器は、前記第１量の流れを受
け入れて、熱エネルギーを前記熱源から前記第１量の流れに伝導するように配列され、前
記第２の熱交換器は前記第２量の流れを受け入れて、熱エネルギーを前記熱源から前記第
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２量の流れに伝導するように配列され、前記ポンプの入口は前記第１量の流れおよび前記
第２量の流れを受け入れて熱エネルギーを仕事に変換するシステム。
【請求項２】
　前記熱源は排熱流である請求項１のシステム。
【請求項３】
　前記作業流体は、前記作業流体回路の高圧側では超臨界状態にあり、前記作業流体の低
圧側では、臨界未満の状態にある請求項１のシステム。
【請求項４】
　前記作業流体は前記ポンプの前記入口で超臨界状態にある請求項１のシステム。
【請求項５】
　前記第１および第２の熱交換器は前記熱源に対し直列に配列された請求項１のシステム
。
【請求項６】
　前記第１量の流れは、前記第２量の流れと並行に循環する請求項１のシステム。
【請求項７】
　前記第２のタービンと流体的に連結しかつ前記第２のタービンから放出された前記第２
量の流れから前記第２の熱交換器に向かう前記第２量の流れに残留熱エネルギーを伝導す
るように配列された第２の回収熱交換器をさらに有する請求項１のシステム。
【請求項８】
　前記第１および第２の回収熱交換器は前記作業流体回路の低温側に直列に配列され、前
記第１および第２の回収熱交換器は前記作業流体回路の高温側で並列に配列された請求項
７のシステム。
【請求項９】
　前記第２のタービンと流体的に連結されかつ結合された第１および第２量の流れから前
記第１の熱交換器に向かう前記第１量の流れに残留熱エネルギーを伝導するように配列さ
れた第２の回収熱交換器をさらに有する請求項１のシステム。
【請求項１０】
　前記第１のタービンでの導入圧力は実質的に前記第２のタービンでの導入圧力に等しい
請求項１のシステム。
【請求項１１】
　前記第１のタービンでの放出圧力は前記第２のタービンでの放出圧力とは異なる請求項
１０のシステム。
【請求項１２】
　少なくとも２つの提携ポイントを通して前記作業流体回路と操作により連結される量管
理システムをさらに有し、該量管理システムは、前記作業流体回路内で作業流体の前記量
を制御するように構成された請求項１のシステム。
【請求項１３】
　作業流体を含有する作業流体回路と、
　前記作業流体回路と流体的に連結され前記作業流体回路中に前記作業流体を循環させる
ように配列されたポンプと、
　前記ポンプと前記作業流体回路を通り流体的に連結されかつ熱源と熱的に連通するよう
に配列された第１の熱交換器と、
　前記第１の熱交換器と前記作業流体回路を通り流体的に連結しかつ第１量の流れを膨張
させるように配列された第１のタービンと、
　前記第１のタービンと前記作業流体回路を通り流体的に連結しかつ前記第１のタービン
から放出された前記第１量の流れから、前記第１の熱交換器に向かう前記第１量の流れに
残留熱エネルギーを伝導するように配列された第１の回収熱交換器と、
　前記ポンプと前記作業流体回路を通り流体的に連結されかつ前記熱源と熱的に連通する
ように配列された第２の熱交換器と、
　前記第２の熱交換器と前記作業流体回路を通り流体的に連結されかつ第２量の流れを膨
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張させるように配列された第２のタービンと、
　前記第２のタービンと流体的に連結されかつ結合量の流れから残留熱エネルギーを前記
第２の熱交換器に向かった前記第２量の流れに伝導するように配列された第２の回収熱交
換器と、
　前記熱源と熱的に連通しかつ前記ポンプと前記第１の熱交換器との間の前記作業流体回
路に配列された第３の熱交換器とを有するとともに、
　前記作業流体回路は、前記ポンプから下流側で前記作業流体を前記第１量の流れと前記
第２量の流れに分離するように形成され、前記第１の熱交換器は、前記第１量の流れを受
け入れて、熱エネルギーを前記熱源から前記第１量の流れに伝導するように配列され、
　前記第２の熱交換器は前記第２量の流れを受け入れて熱エネルギーを前記熱源から前記
第２量の流れに伝導するように配列され、
　前記第２量の流れは前記第２のタービンから放出されて前記第１量の流れと再結合して
前記結合量の流れを生成し、第３の熱交換器は熱を受け入れて前記第１の熱交換器を通過
する前に前記第１量の流れに伝導するように配列され、
　前記ポンプの入口は前記第１量の流れと前記第２量の流れの双方を受け入れ熱エネルギ
ーを仕事に変換するシステム。
【請求項１４】
　前記熱源は排熱流である請求項１３のシステム。
【請求項１５】
　前記作業流体は、前記作業流体回路の高圧側では超臨界状態にあり、前記作業流体の低
圧側では、臨界未満の状態にある請求項１３のシステム。
【請求項１６】
　前記作業流体は前記ポンプの入口で超臨界状態にある請求項１３のシステム。
【請求項１７】
　前記第１、第２および第３の熱交換器が前記排熱流に対してシステムで直列に配列され
、前記第１量の流れが前記第２量の流れと並行に循環する請求項１３のシステム。
【請求項１８】
　前記第１および第２の回収熱交換器は単一の回収熱交換器要素を有する請求項１３のシ
ステム。
【請求項１９】
　前記第１および第２の回収熱交換器は前記作業流体回路の低温側で直列に配列され、前
記第１および第２の回収熱交換器は前記作業流体回路の高温側で並列に配列された請求項
１３のシステム。
【請求項２０】
　前記ポンプと前記第３の熱交換器との間に配列された第３の回収熱交換器をさらに有す
る請求項１３のシステム。
【請求項２１】
　前記第３の回収熱交換器は、残留熱を前記第２の回収熱交換器から放出された前記結合
量の流れから前記第１量の流れに、前記第１量の流れが前記第３の熱交換器に導入される
前に伝導されるように配列された請求項２０のシステム。
【請求項２２】
　前記第１、第２および第３の回収熱交換器が前記作業流体回路の低温側で直列に配列さ
れ、前記作業流体回路の高温側で並列に配列された請求項２１のシステム。
【請求項２３】
　前記第１、第２および第３の回収熱交換器は単一の回収熱交換器要素を有する請求項２
０のシステム。
【請求項２４】
　前記単一の回収熱交換器要素は、前記第３の熱交換器から放出された前記第１量の流れ
を受け入れて、前記第１量の流れが前記第１の熱交換器を通過する前に、追加の残留熱エ
ネルギーを前記結合量の流れから前記第１量の流れに伝導するように配列された請求項２
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３のシステム。
【請求項２５】
　前記第１のタービンの導入圧力は実質的に前記第２のタービンでの導入圧力に等しい請
求項１３のシステム。
【請求項２６】
  前記第１のタービンでの放出圧力は前記第２のタービンでの放出圧力とは異なる請求項
２５のシステム。
【請求項２７】
　ポンプによって二酸化炭素を有する作業流体を作業流体回路中で循環させ、
　前記作業流体回路内での前記作業流体を、前記作業流体回路内で第１量の流れと第２量
の流れに分離し、
　第１の熱交換器内の熱エネルギーを熱源から前記第１量の流れに伝導し、
　前記第１の熱交換器と前記作業流体回路を通り流体的に連結した第１のタービン内で前
記第１量の流れを膨張させ、
　第１の回収熱交換器内の残留熱エネルギーを前記第１のタービンから放出された前記第
１量の流れから前記第１の熱交換器に向かった前記第１量の流れに伝導し、
　第２の熱交換器内で熱エネルギーを前記熱源から前記第２量の流れに伝導し、
　第３の熱交換器内の熱エネルギーを前記第１の熱交換器を通過する前に前記熱源から前
記第１量の流れに伝導し、
　前記第２の熱交換機と流体的に連結した第２のタービン内の前記第２量の流れを膨張さ
せ、
　第２の回収熱交換器内の残留熱エネルギーを、結合した第１量および第２量の流れから
前記第１の熱交換器に向かった前記第１量の流れに伝導することを有するとともに、
　前記第１の熱交換器は前記熱源と熱的に連通し、前記第１の回収熱交換器は前記第１の
タービンと前記作業流体回路を通り流体的に連結し、前記第２の熱交換器は、前記熱源と
熱的に連通し、
　前記第３の熱交換器は、前記熱源と熱的に連通しかつ前記作業流体回路を通り前記ポン
プと前記第１の熱交換器との間に流体的に配列され、前記第２の回収熱交換器は前記作業
流体回路を通り前記第２のタービンと流体的に連結された熱エネルギーを仕事に変換する
方法。
【請求項２８】
　前記第２の回収熱交換器内の残留熱エネルギーを前記第２のタービンから放出された前
記第２量の流れから前記第２の熱交換器に向かった前記第２量の流れに伝導することをさ
らに有する請求項２７の方法。
【請求項２９】
　第３の回収熱交換器内の残留熱を、前記第１量の流れが前記第３の熱交換器に導入され
る前に前記第２の回収熱交換器から放出された前記結合した第１および第２量の流れから
前記第１量の流れに伝導することをさらに有し、前記第３の回収熱交換器は前記ポンプと
前記第３の熱交換器との間に前記作業流体回路を通り配列されている請求項２８の方法。
【請求項３０】
　前記熱源は排熱流である請求項３乃至請求項１２または請求項１５乃至請求項２６のい
ずれかとしてのシステム。
【請求項３１】
　前記作業流体は、前記作業流体回路の高圧側では超臨界状態にあり、前記作業流体の低
圧側では、臨界未満の状態にある請求項２、請求項４乃至請求項１２、請求項１４、また
は請求項１６乃至請求項２６のいずれかとしてのシステム。
【請求項３２】
　前記作業流体は前記ポンプの入口で超臨界状態にある請求項２、請求項３、請求項５乃
至請求項１２、請求項１４、請求項１５、または請求項１７乃至請求項２６のいずれかと
してのシステム。
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【請求項３３】
　前記第１および第２の熱交換器は、前記熱源内で直列に配列された請求項２乃至請求項
４、または請求項６乃至請求項２６のいずれかとしてのシステム。
【請求項３４】
　前記第１量の流れは、前記第２量の流れと並行に循環している請求項２乃至請求項５、
または請求項７乃至請求項２６のいずれかとしてのシステム。
【請求項３５】
　前記第２のタービンと流体的に連結しかつ前記第２のタービンから放出される前記第２
量の流れから前記第２の熱交換器に向かった前記第２量の流れに残留熱エネルギーを伝導
するように配列された第２の回収熱交換器をさらに有する請求項２乃至請求項６、または
請求項８乃至請求項２６のいずれかとしてのシステム。
【請求項３６】
　前記第１および第２の回収熱交換器は前記作業流体回路の低温側に直列に配列され、前
記第１および第２の回収熱交換器は、前記作業流体回路の高温側に並列して配列された請
求項２乃至請求項７、請求項９乃至請求項１２、請求項１４乃至請求項１８、または請求
項２０乃至請求項２６のいずれかとしてのシステム。
【請求項３７】
　前記第２のタービンと流体的に連結しかつ結合した第１および第２量の流れから前記第
１の熱交換器に向かった前記第１量の流れに残留熱エネルギーを伝導するように配列され
た第２の回収熱交換器をさらに有する請求項２乃至請求項８、または請求項１０乃至請求
項２６のいずれかとしてのシステム。
【請求項３８】
　前記第１のタービンでの導入圧力は前記第２のタービンの導入圧力に実質的に等しい請
求項１乃至請求項１２、請求項１４乃至請求項２４、または請求項２６のいずれかとして
のシステム。
【請求項３９】
　前記第１のタービンの放出圧力は前記第２のタービンでの放出圧力とは相違する請求項
１乃至請求項２５のいずれかとしてのシステム。
【請求項４０】
　少なくとも２の提携ポイントを通して前記作業流体回路と操作によって連結された量管
理システムをさらに有し、該量管理システムは前記作業流体回路内での前記作業流体量を
制御するように形成された請求項２乃至請求項１１、または請求項１３乃至請求項２６の
いずれかとしてのシステム。
【請求項４１】
　前記第１、第２、および第３の熱交換器は、前記排熱流内で直列に配列され、前記第１
量の流れは前記第２量の流れと並行に循環する請求項１４乃至請求項１６、または請求項
１８乃至請求項２６のいずれかとしてのシステム。
【請求項４２】
　前記第１および第２の回収熱交換器は単一の回収熱交換器要素を有する請求項１３乃至
請求項１７、または請求項１９乃至請求項２６のいずれかとしてのシステム。
【請求項４３】
　前記ポンプと前記第３の熱交換機との間に配列された第３の回収熱交換器をさらに有す
る請求項１３乃至請求項１９、請求項２１乃至請求項２６のいずれかとしてのシステム。
【請求項４４】
　前記第３の回収熱交換器は前記第１量の流れが前記第３の熱交換器に導入される前に、
前記第２の回収熱交換器から放出された前記結合量の流れから前記第１量の流れに、残留
熱を伝導するように配列された請求項４３のシステム。
【請求項４５】
　前記第１、第２、および第３の回収熱交換器は、前記作業流体回路の低温側で直列に配
列され、前記作業流体回路の高温側で並列に配列された請求項４４のシステム。
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【請求項４６】
　前記第１、第２、および第３の回収熱交換器は単一の回収熱交換器要素を有する請求項
４５のシステム。
【請求項４７】
　前記単一の回収熱交換器要素は、前記第３の熱交換器から放出された前記第１量の流れ
を受け入れて、前記第１量の流れが前記第１の熱交換器を通過する前に、追加の残留熱エ
ネルギーを前記結合量の流れから前記第１量の流れに伝導するように配列された請求項４
６のシステム。
【発明の詳細な説明】
【関連出願の相互参照】
【０００１】
  本出願は、２０１０年１１月２９日に提出された米国仮特許出願第６１／４１７,７８
９に対して優先権を主張する２０１１年８月１８日に提出された米国特許出願第１３／２
１２,６３１号に対し優先権を主張し、両者の出願の内容は、これをもって、参照によっ
て、全体として本出願に含まれる。
【背景技術】
【０００２】
　熱は工業的プロセスの副産物として生み出されることが良くあり、工業的プロセスでは
熱を含有して流れる液体、固体または気体流が、工業的プロセス装置の前記動作温度を維
持しようとしてその周囲に排出されまたはそうでなければ前記プロセスから除去されなけ
ればならない。ある時は、前記工業的プロセスが、熱交換器を用いて前記熱を捕獲しかつ
他のプロセス流を通して前記プロセスに戻してそれを再循環させることができる。他の時
には、この熱を捕獲して再循環させることができないことがあり、あまりにも低温である
かまたは直接的に熱として使用する適当な利用手段がないからである。この種類の熱は、
一般的に、「排」熱として言及されて、典型的には、例えば、通風管を通して直接的に、
または、水のような冷却媒体を通して間接的に前記周囲に放出される。他の設定では、そ
のような熱は、太陽からの熱（一箇所に集められまたはそうでなければ巧みに処理される
ことがある）または地熱源のような再生可能熱エネルギー源から容易に利用可能である。
これらのおよび他の熱エネルギー源は、ここでその語句が使用される際には、「排熱」の
定義内に含むつもりである。
【０００３】
　排熱は、ランキン・サイクルのような熱力学的方法を採用するタービン発電機システム
によって使用されて、熱を仕事に変換することができる。典型的には、この方法は、蒸気
力に基づき、前記排熱がボイラー内で蒸気の温度を高めるために使用されてタービンを駆
動する。しかしながら、蒸気に基づいたランキン・サイクルの前記重要な欠点の少なくと
も１つは、その高温の要求であり、それは一般的にやや高温（例えば、600度Ｆ以上）の
排熱流または非常に大きな全体的なエンタルピーを要求するので、それは必ずしも実用的
ではない。また、前記熱源流が冷却される際の多様な温度レベルでの熱の捕獲に対する多
様な圧力／温度での水を沸騰させることの複雑さは装置の費用および操作労力の双方にお
いて高くつく。さらに、蒸気に基づくランキン・サイクルは、小さな流速および／または
低温の流れにとって現実的な選択ではない。
【０００４】
　前記組織化されたランキン・サイクル（ＯＲＣ）が、プロパンやブタン、またはHCFC（
例えば、R245fa）流体のような低分子の炭化水素のような低沸点流体で水を置き換えるこ
とで前記蒸気に基づくランキン・サイクルの欠点に取り組んでいる。しかしながら、前記
沸騰熱伝導の制限が残り、かつ、前記流体の熱的不安定性、毒性または可燃性のような新
たな問題が追加される。
【０００５】
　これらの欠点に取り組むために、超臨界ＣＯ２動力サイクルが使用されている。前記Ｃ
Ｏ２の超臨界状態は、多様な熱源と改良された熱的な連結を提供する。例えば、超臨界流
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体を使用することによって、プロセスと熱交換器の前記温度の滑らかな動きがより簡単に
調和することができることになる。しかしながら、単一のサイクルの超臨界ＣＯ２動力サ
イクルは、限定された圧力比を越えて作動し、それによって、温度降下量、すなわち、前
記動力変換装置（典型的には、タービンまたは正の排気量を持つ膨張器）を通してのエネ
ルギーの採取を制限する。前記圧力比は、主として典型的な利用可能な凝結温度（例えば
、周囲の）での前記流体の高い蒸気圧に起因して制限される。その結果、単一の膨張段階
から達成されることができる最大の出力が制限され、前記膨張した流体は潜在的に利用可
能なかなりのエネルギー量を失わないでいる。この残留エネルギーの一部は、回収熱交換
器としての熱交換器を使用することによって前記サイクル内で回収されることができ、し
たがって前記ポンプと排熱交換器との間の前記流体を予熱する一方、この方法は、単一の
サイクル内で前記排熱源から採取されることができる前記熱量を制限する。
【０００６】
　したがって、効率的かつ効果的に排熱のみならず、熱源の広い範囲からも駆動力を生み
出すことができるシステムに対するこの分野での必要性が存在する。
【発明の概要】
【０００７】
　本開示の実施の形態は熱エネルギーを仕事に変換するためのシステムを提供することが
ある。前記システムは作業流体回路中に作業流体を循環させるように配列されたポンプと
、前記ポンプと流体的に連結しかつ熱源と熱的に連通した第１の熱交換器とを有すること
があり、前記作業流体は前記ポンプから下流側で第１量の流れおよび第２量の流れに別け
られ、前記第１の熱交換器は、前記第１量の流れを受け入れて熱を前記熱源から前記第１
量の流れに伝導するように配列される。前記システムは前記第１の熱交換器と流体的に連
結し、前記第１量の流れを膨張させるように配列された第１のタービンと、前記第１のタ
ービンと流体的に連結し、残留熱エネルギーを前記第１のタービンから放出された前記第
１量の流れから前記第１の熱交換器に向かう前記第１量の流れに伝導するように配列され
た第１の回収熱交換器とを有することもある。前記システムはさらに前記ポンプと流体的
に連結しかつ前記熱源と熱的に連通する第２の熱交換器と、前記第２の熱交換器と流体的
に連結しかつ前記第２量の流れを膨張するように配列された第２のタービンとを有し、前
記第２の熱交換器は、前記第２量の流れを受け入れかつ熱を前記熱源から前記第２量の流
れに伝導するように配列されることがある。
【０００８】
　本開示の実施の形態は、さらに、熱エネルギーを仕事に変換するための他のシステムを
設けることがある。前記追加のシステムは、作業流体回路中で作業流体を循環させるよう
に配列されたポンプと、前記ポンプと流体的に連結しかつ熱源と熱的に連通した第１の熱
交換器と、前記第１の熱交換器と流体的に連結しかつ前記第１量の流れを膨張するように
配列された第１のタービンとを有し、前記作業流体は前記ポンプから下流側で第１量の流
れと第２量の流れに別けられ、前記第１の熱交換器は前記第１量の流れを受け入れ熱を前
記熱源から前記第１量の流れに伝導するように配列されることがある。前記システムは、
前記第１のタービンと流体的に連結しかつ残留熱エネルギーを前記第１のタービンから放
出された前記第１量の流れから前記第１の熱交換器に向かっている前記第１量の流れに伝
導するように配列された第１の回収熱交換器と、前記ポンプと流体的に連結し前記熱源と
熱的に連通する第２の熱交換器と、前記第２の熱交換器と流体的に連結しかつ前記第２量
の流れを膨張させるように配列された第２のタービンとを有し、前記第２の熱交換器は前
記第２量の流れを受け入れかつ熱を前記熱源から前記第２量の流れに伝導するように配列
され、前記第２量の流れは、前記第２のタービンから放出されかつ前記第１量の流れと再
結合して結合量の流れを生み出すこともある。前記システムは、さらに、前記第２のター
ビンと流体的に連結しかつ残留熱エネルギーを前記結合量の流れから前記第２の熱交換器
に向かう前記第２量の流れに伝導するように配列された第２の回収交換器と、前記熱源と
熱的に連通しかつ前記ポンプと前記第１の熱交換器との間に配列された第３の熱交換器と
を有することがあり、前記第３の熱交換器は熱を受けて前記第１の熱交換器を通過する前
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に前記第１量の流れに伝導するように配列されることがある。
【０００９】
　本開示の実施の形態は、さらに、熱エネルギーを仕事に変換する方法を提供することが
ある。前記方法は、ポンプにより作業流体回路中で作業流体を循環させ、前記作業流体回
路内で前記作業流体を第１量の流れと第２量の流れに別け、第１の熱交換器内の熱エネル
ギーを熱源から前記第１量の流れに伝導することを含有することがあり、前記第１の熱交
換器は、前記熱源と熱的に連通している。前記方法は、前記第１の熱交換器と流体的に連
結した第１のタービン内で前記第１量の流れを膨張させ、第１の回収熱交換器内での残留
熱エネルギーを前記第１のタービンから放出された前記第１量の流れから前記熱交換器に
向かった前記第１量の流れに伝導し、かつ第２の熱交換器内の熱エネルギーを前記熱源か
ら前記第２量の流れに伝導ことを含有することもあり、前記第１の回収熱交換器は流体的
に前記第１のタービンと連結し、前記第２の熱交換器は、前記熱源と熱的に連通している
。前記方法は、さらに、前記第２の熱交換器と流体的に連結した第２のタービン内で前記
第２量の流れを膨張させることを含有することがある。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
　本開示は、添付の図面を用いて読み取る場合には、下記の詳細な説明から最も良く理解
される。工業上の通常の慣例にしたがって、種々の構成要素が一定の比率に描かれていな
い。実際、前記種々の構成要素の前記大きさは、考察の明瞭性のために任意に拡大されま
たは縮小されている可能性がある。
【００１１】
【図１】は、開示された1または2以上の実施の形態に係る並行熱機関サイクルの実施の形
態例を概念的に表している。
【００１２】
【図２】は、開示された1または2以上の実施の形態に係る並行熱機関サイクルの他の実施
の形態例を概念的に表している。
【００１３】
【図３】は、開示された1または2以上の実施の形態に係る並行熱機関サイクルの他の実施
の形態例を概念的に表している。
【００１４】
【図４】は、開示された1または2以上の実施の形態に係る並行熱機関サイクルの他の実施
の形態例を概念的に表している。
【００１５】
【図５】は、開示された1または2以上の実施の形態に係る並行熱機関サイクルの他の実施
の形態例を概念的に表している。
【００１６】
【図６】は、開示された1または2以上の実施の形態に係る並行熱機関サイクルの他の実施
の形態例を概念的に表している。
【００１７】
【図７】は、開示された1または2以上の実施の形態に係る並行熱機関サイクルで実行可能
な量管理システムの実施の形態例を概念的に表す。
【００１８】
【図８】は、開示された1または2以上の実施の形態に係る並行熱機関サイクルで実行可能
な量管理システムの他の実施の形態例を概念的に表す。
【００１９】
【図９】および
【図１０】は、ここに開示された並行熱機関サイクルで使用可能な前記作業流体の使用に
よる別の流体（例えば、エア）の流れの取り入れ時の冷却のための他のシステムの配列を
概念的に表す。
【発明の詳細な説明】
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【００２０】
　下記の開示は、本発明の種々の構成要素、構造または機能を実施するためのいくつかの
実施の形態例を記述していることが理解されるべきである。構成部分、配列および形状の
実施の形態例が下記に説明されて本開示を簡単化している。しかしながら、これらの実施
の形態例は、単に、実施例として提供されるものであって、本発明の前記範囲を制限する
意図はない。加えて、本開示は、種々の実施の形態例においておよびここに提供された図
面に渡って、参照符号および／または文字を繰り返すことがある。この繰り返しは、簡単
化および明瞭化の目的のためであって、それ自体が前記種々の実施の形態例および／また
は前記種々の図面で考察された構成の間の関係を規定するものではない。さらに、下記の
説明内での第２の構成要素上にまたは第２の構成要素上方での第１の構成要素の形成は、
前記第１および第２の構成要素が、直接の接触で形成される実施の形態を含有することが
あり、かつ、追加の構成要素が、前記第１および第２の構成要素の間に挿入されるように
形成され、それによって、前記第１および第２の構成要素が直接的な接触状態にないこと
もある実施の形態を含有することもある。最後に、下記に提示される前記実施の形態例は
、任意の結合方法で結合されることがある。すなわち、１の実施の形態例からの任意の要
素が、本開示の範囲を逸脱することなく任意の他の実施の形態例において使用されること
がある。
【００２１】
　加えて、ある種の語句が下記の説明および特許請求の範囲を通して使用されて特定の構
成部分を言及している。いわゆる当業者が認めるように、種々の団体が、異なる名称によ
って同一の構成部分を言及することがあり、そうであるので、ここに記載された前記要素
に対する命名の伝統的手法は、ここでそうでないように特に規定しない限りは、本発明の
範囲を制限する意図はない。さらに、ここで用いられた前記命名の伝統的手法は、名称に
おいて異なるが機能において異ならない構成部分間を識別する意図はない。加えて、下記
の考察および特許請求の範囲において、前記語句「含有すること」および「有すること」
は、開放型様式で使用され、したがって、「（それ）を有するが、（それ）に限定されな
い」ことを意味するように解釈すべきである。本開示での全ての数値は、もしそうでない
と特に記述しない限りは、厳密または近似的な値である可能性がある。したがって、本開
示の種々の実施の形態は、前記意図した範囲から逸脱することなく、ここに開示された前
記数値、値および範囲から外れることがある。さらに、前記特許請求の範囲または明細書
で使用されているように、前記語句「または」は、排他的および包括的な場合の両方を含
有するように意図している。すなわち、「ＡまたはＢ」は、そうでないようにここに明示
していない限りは、「ＡおよびＢの内の少なくとも１つ」と同義語であることを意図して
いる。
【００２２】
　図１は、本開示に係る1または2以上の実施の形態に係る典型的な熱力学的サイクル１０
０を表し、本開示は、作業流体の熱膨張によって、熱エネルギーを仕事に変換するために
使用されることがある。前記サイクル１００は、ランキン・サイクルとして特徴付けられ
、排熱源と流体的に連通する多重熱交換器、発電および／またはポンプ駆動力のための多
重タービン、および前記タービンの下流側に位置した多重回収熱交換器を含有する熱機関
装置内で実行されることがある。
【００２３】
　特に、前記熱力学的サイクル１００は、第１の熱交換器１０２を通して熱源１０６と熱
的に連通する作業流体回路１１０と、直列に配列された第２の熱交換器１０４とを有する
ことがある。任意の個数の熱交換器が1または2以上の熱源とともに使用されることがある
ことが認められることになる。1の実施の形態例では、前記第１および第２の熱交換器１
０２，１０４は排熱交換器のことがある。他の実施の形態例では、前記第１および第２の
熱交換器１０２，１０４は、各々、単一のまたは結合された排熱交換器を有する第１及び
第２のステージを各々含有することがある。
【００２４】
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　前記熱源１０６は、種々の高温源から熱エネルギーを引き出すことがある。例えば、前
記熱源１０６はガスタービンの排気ガス、プロセス流の排気ガス、または、炉やボイラー
の排出流のような他の燃焼生成物の排出流のような、またはそれに限定されない排熱流の
ことがある。したがって、前記熱力学的サイクル１００は排熱を、ガスタービン、静止し
たディーゼルエンジン発電機セット、産業上の排熱回収（例えば、精錬所や圧縮ステーシ
ョンでの）およびハイブリッド代替物から内燃機関までの範囲の利用のための電気へ変換
するように構成されることがある。
　他の実施の形態では、前記熱源１０６は熱エネルギーを、太陽熱および地熱源のような
、しかしそれに限定されない熱エネルギーの再生可能源から熱エネルギーを引き出すこと
がある。
【００２５】
　前記熱源１０６は、高温源そのものの流体の流れのことがある一方、他の実施の形態例
では、前記熱源１０６は、前記高温源と接触する熱流のことがある。前記熱流は前記排熱
交換器１０２，１０４へ前記熱エネルギーを引き渡して前記エネルギーを前記回路１００
内での前記作業流体に伝導することがある。
【００２６】
　図示されているように、前記第１の熱交換器１０２は、前記熱源１０６の最初のまたは
主要な流れを受け入れるために設けられた高温のまたは比較的高温の熱交換器として役立
つことがある。本開示の種々の実施の形態例では、前記サイクル１００に入る前記熱源１
０６の前記最初の温度は約400度Ｆから約1200度Ｆよりも大きい（約204度Ｃから約650度
Ｃよりも大きい）範囲のことがある。前記図示された実施の形態例では、前記熱源１０６
の最初の流れは約500度Ｃ以上の温度をもつことがある。前記第２の熱交換器１０４はそ
れから前記第１の熱交換器１０２から下流側の直列状の連結部１０８を通して前記熱源１
０６を受け入れることがある。1の実施の形態例では、前記第２の熱交換器１０４に設け
られた前記熱源１０６の前記温度は、約250－300度Ｃのことがある。図中で表示されてい
るように代表的な作業温度、圧力および流速は例のつもりであって、本開示の前記範囲を
制限するものとは全く考えられていないことに注意すべきである。
【００２７】
　ご察しのように、熱エネルギーのより大きな量が前記熱源１０６から前記第１および第
２の熱交換器１０２，１０４の前記直列の配列を通して伝導され、それによって前記第1
の熱交換器１０２は前記第２の熱交換器１０４よりも比較的高い温度範囲で熱を伝導する
。したがって、以下により詳細に記述されることになるように、より大きな動力の発生が
前記連結したタービンまたは膨張装置から結果として生じる。
【００２８】
　前記作業流体回路１１０内およびここで以下に開示された前記他の典型的な回路内で循
環する前記作業流体は、二酸化炭素（ＣＯ２）のことがある。二酸化炭素は、動力発生サ
イクル用の作業流体として多くの利点をもつ。それは地球大気に優しい中性の作業流体で
あって、無毒、非燃焼性、容易な入手可能性、低価格、および再利用の不要性のような利
益を提供する。その比較的高い作業圧力に一部起因して、ＣＯ２システムは、他の作業流
体を用いるシステムよりもより一層コンパクトになるように造られることができる。他の
作業流体に対するＣＯ２の前記高い密度および容積熱容量は、一層「エネルギーの高密度
」にシステムを形成し、性能を失うことなく全システムの構成部分のサイズが相当削減で
きることを意味する。ここで使用されるように「二酸化炭素」の前記使用は、任意の特定
の種類、純度、または品質をもつＣＯ２に限定されることを意図していない。例えば、少
なくとも１の実施の形態例では、本開示の前記範囲を逸脱することなく工業的な品質のＣ
Ｏ２が使用されることがある。
【００２９】
　他の実施の形態例では、前記回路１１０内の前記作業流体は２種混合の、または３種混
合のまたは他の作業流体の混合のことがある。前記作業流体の混合または組合せは、ここ
に記述されているように、熱回収システム内の前記流体の組合せがもっている特有の属性
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に対して選択されることができる。例えば、そのような流体の組合せの１は、液体吸収促
進剤とＣＯ２の混合を含有し、組み合わされた流体は、ＣＯ２を圧縮するために要求され
るものよりも低いエネルギーの入力で液体状態で高圧にポンピングされることができる。
他の実施の形態例では、前記作業流体はＣＯ２または超臨界二酸化炭素（ＳｃＣＯ２）と
1または2以上の他の混和性の流体または化合物の組合せのことがある。さらに他の実施の
形態例では、本開示の前記範囲を逸脱することなく、前記作業流体はＣＯ２およびプロパ
ン、またはＣＯ２およびアンモニアのことがある。
【００３０】
　前記語句「作業流体」の使用は前記作業流体が存在する物質の状態または相を限定する
意図はない。言い換えれば、前記作業流体は、前記流体サイクル内の任意の1または2以上
の点での流体相、気体相、超臨界相、臨界未満の相、または任意の他の相または状態にあ
ることがある。前記作業流体は、前記回路１１０のある部分にわたって（前記「高圧側」
）超臨界状態にあり、前記回路１１０の他の部分（前記「低圧側」）にわたって臨界未満
の状態にあることがある。他の実施の形態例では、前記全体の作業流体回路１１０は、前
記作業流体が、全体的な前記回路１１０が作動している間に超臨界または臨界未満の状態
にあるように運転されかつ制御されることがある。
【００３１】
　前記熱交換器１０２，１０４は前記熱源１０６において、直列に配列されるが、前記作
業流体回路１１０内では並列に配列される。前記第１の熱交換器１０２は、第１のタービ
ン１１２と流体的に連結されることがあり、前記第２の熱交換器１０４は第２のタービン
１１４と流体的に連結されることがある。前記第１のタービン１１２が第１の回収熱交換
器１１６と流体的に連結され、前記第２のタービン１１４が第２の回収熱交換器１１８と
流体的に連結されることがある。前記タービン１１２，１１４の一方または両方は、電力
を補助システムまたはプロセスに供給するように配列された動力タービンのことがある。
前記回収熱交換器１１６，１１８は前記回路１１０の低温側に直列に配列され、前記回路
１１０の高温側に並列に配列されることがある。前記回収熱交換器１１６，１１８は、前
記回路１１０を前記高温側と低温側に分割する。例えば、前記回路１１０の高温側は、各
回収熱交換器１１６，１１８から下流側に配列された前記回路１１０の前記部分を含有し
、そこでは、前記作業流体が前記熱交換器１０２，１０４に向かっている。前記回路１１
０の前記低温側は、各回収熱交換器１１６，１１８から下流側の前記回路の前記部分を含
有し、そこでは、前記作業流体は前記熱交換器１０２，１０４から離れる方向に向かって
いる。
【００３２】
　前記作業流体回路１１０は、さらに、前記流体回路１１０の構成部分と流体的に連通し
かつ前記作業流体を循環するように配列された第１のポンプ１２０および第２のポンプ１
２２を含有することがある。前記第１および第２のポンプ１２０，１２２は、ターボポン
プのことがあり、またはモータのような1または2以上の外部機械または装置によって従動
的に駆動されることがある。1の実施の形態例にあっては、前記ポンプ１２０は前記サイ
クル１００の通常の運転の間には前記作業流体を循環させるために使用されることがある
一方、前記第２のポンプ１２２は前記サイクル１００を起動するためにのみ通常駆動され
かつ使用されることがある。少なくとも１の実施の形態例にあっては、前記第２のタービ
ン１１４は、前記第１のポンプ１２０を駆動するために使用されることがあるが、他の実
施の形態例では前記第１のタービン１１２は前記第１のポンプ１２０を駆動するために使
用されることがあるか、または、前記第１のポンプ１２０が通常、モータ（図示せず）に
よって通常駆動されることがある。
【００３３】
　前記第１のタービン１１２は、前記第１の熱交換器１０２にわたって経験する前記熱源
１０６の前記温度降下に起因して、前記第２のタービン１１４よりもより高い関連温度（
例えば、より高いタービン入口温度）で作動することがある。しかしながら、1または2以
上の実施の形態例では、各タービン１１２，１１４は、同一の、または実質的に同一の導
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入圧力で作動するように配列されることがある。これは、前記第１および第２のポンプ１
２０，１２２の制御および／または多段ポンプの使用を含有するがそれに限定されない前
記回路１１０の設計および制御によって達成されて、前記回路の入口の温度に相当する各
タービン１１２，１１４の前記導入圧力を最大化することがある。
【００３４】
　1または2以上の実施の形態例では、前記第１のポンプ１２０の吸引圧力は、前記低圧お
よび／または高速度の前記局所的な領域での前記作業流体の蒸発を防止するのに十分な余
裕をもって前記作業流体の蒸気圧を越えることがある。これは、ここで開示される種々の
実施の形態例で使用されることがある前記ターボポンプのような高速のポンプで特に重要
である。したがって、前記流体の蒸気圧に関する重量による加圧を与えるのみのサージタ
ンクを採用するような従来の受動的加圧システムは、ここに開示された前記実施の形態例
に対して不十分であることを立証することがある。
【００３５】
　前記作業流体回路１１０はさらに、前記第１および第２の回収熱交換器１１６，１１８
の一方または両方と流体的に連通するコンデンサ１２４を含有することがある。各回収熱
交換器１１６，１１８を出る前記低圧の放出作業流体流は前記回路１１０の前記低温側お
よび前記第１または第２のポンプ１２０，１２２のいずれかに戻るために冷却されるべき
前記コンデンサ１２４を通るように方向付けられることがある。
【００３６】
　運転中には、前記作業流体は前記作業流体回路１１０内のポイント１２６で、第１量の
流れｍ１と第２量の流れｍ２に分離する。前記第１量の流れｍ１は前記第１の熱交換器１
０２を通るように方向付けられてその後に前記第１のタービン１１２で膨張する。前記第
１のタービン１１２に続いて、前記第１量の流れｍ１は前記第１の回収熱交換器１１６を
通過して、前記第１の熱交換器１０２に向かう際に、残留熱を前記第１量の流れｍ１に戻
すように伝導する。前記第２量の流れｍ２は前記第２の熱交換器１０４を通るように方向
付けられ、その後に前記第２のタービン１１４で膨張する。前記第２のタービン１１４に
続いて、前記第２量の流れｍ２は前記第２の回収熱交換器１１８を通過して、前記第２の
熱交換器１０４に向かう際に残留熱を前記第２量の流れｍ２に戻すように伝導する。前記
第２量の流れｍ２はそれから前記作業流体回路１１０のポイント１２８で前記第１量の流
れｍ１と再結合して結合量の流れｍ１+ｍ２を生み出す。前記結合量の流れｍ１+ｍ２は前
記コンデンサ１２４を通って前記ポンプ１２０に戻るように方向付けられて再度前記閉回
路が始まる。少なくとも１の実施の形態にあっては、前記ポンプ１２０の入口での作業流
体は超臨界である。
【００３７】
　ご察しのように、前記熱源１０６についての熱交換器の各段が前記完全な熱力学的サイ
クル１００内で最も効率的に使用される前記作業流体回路１１０内に組み込まれることが
できる。例えば、前記熱交換器を多段に分割することによって、熱交換器を、分離熱交換
器（例えば、第１および第２の熱交換器１０２，１０４）または単一のまたは多段をもっ
た多重熱交換器のいずれかによって、多段に分配することによって、追加の熱が、膨張に
おけるより効率的な使用のために、かつ主として前記熱源１０６からの多重膨張を得るた
めに、前記熱源１０６から引き出されることができる。
【００３８】
　また、多重タービン１１２，１１４を、類似のまたは実質的に類似の圧力比で用いて、
前記利用可能な熱源１０６の大きな部分が、前記回収熱交換器１１６，１１８を通して各
タービン１１２，１１４からの前記残留熱を用いることによって効率的に使用されること
があり、その結果前記残留熱が失われずかつ漏洩しない。前記作業流体回路１１０内の前
記回収熱交換器１１６，１１８の配列は、前記熱源１０６によって最大限に活用されて前
記タービン１１２，１１４内の前記多重温度膨張の動力出力を最大化することができる。
前記並行な作業流体の流れを選択的に合流することによって、前記回収熱交換器１１６，
１１８のいずれかの前記２つの側が、例えば、熱容量率、Ｃ＝ｍ・ｃｐ，Ｃは前記熱容量
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率、ｍは前記作業流体の前記量の流れの速度であり、ｃｐは、前記定圧比熱であり、を一
致させることによって釣り合わされることがある。
【００３９】
　図２は、開示された1または2以上の実施の形態に係る熱力学的サイクル２００の他の実
施の形態例を表す。前記サイクル２００は、いくつかの点で、図１に関して上述した前記
熱力学的サイクル１００と類似していることがある。したがって、前記熱力学的サイクル
２００は、図１を参照することによって最も良く理解されることがあり、そこでは、類似
の番号が類似の要素に対応ししたがって、再び詳細には記述されないことになる。前記サ
イクル２００は、第１前記熱源１０６と熱的に連通して直列であるが、作業流体回路２１
０では並列になるように再び配列された第１および第２の熱交換器１０２を含有する。前
記第１および第２の回収熱交換器１１６，１１８は前記回路２１０の前記低温側に直列に
、前記回路２１０の高温側には並列に配列される。
【００４０】
　前記回路２１０において、前記作業流体は、ポイント２０２で、第１量の流れｍ１と第
２量の流れｍ２に分離される。前記第１量の流れｍ１はついには前記第１の熱交換器１０
２を通るように方向付けられ、実質的に前記第１のタービン１１２内で膨張される。前記
第１量の流れｍ１は、それから前記第１の回収熱交換器１１６を通過して残留熱を、状態
２５を通過して前記第１の回収熱交換器１１６に流入する前記第１量の流れｍ１に戻すよ
うに伝導する。前記第２量の流れｍ２は、前記第２の熱交換器１０４を通るように方向付
けられ、その後に前記第２のタービン１１４内で膨張する。前記第２のタービン１１４に
続いて、前記第２量の流れｍ２は、ポイント２０４で前記第１量の流れｍ１と再結合して
結合した量の流れｍ１+ｍ２を生み出す。前記結合した量の流れｍ１+ｍ２は前記第２の回
収熱交換器１１８を通るように方向付けられて残留熱を前記第２の回収熱交換器１１８を
通過する前記第１量の流れｍ１に伝導することがある。
【００４１】
　前記回収熱交換器１１６，１１８の前記配列は前記結合した量の流れｍ１+ｍ２を前記
コンデンサ１２４に到達する前に前記第２の回収熱交換器１１８に提供する。ご察しのよ
うに、これは、上で定義したように、前記熱容量率のより良い適合を提供することによっ
て前記作業流体回路２１０の前記熱的な効率を増加させることがある。
【００４２】
　図示されるように、前記第２のタービン１１４は、前記第１のまたは主な作業流体ポン
プ１２０を駆動するために用いられることがある。しかしながら、他の実施の形態例では
、前記第１のタービン１１２は、本開示の前記範囲を逸脱することなく、前記ポンプ１２
０を駆動するために使用されることがある。以下により詳細に検討することになるように
、前記第１および第２のタービン１１２，１１４は、対応する状態４１，４２で、前記各
量の流速の取り扱いによって共通のタービン導入圧力または種々のタービン導入圧力で作
動することがある。
【００４３】
　図３は、本開示の１または２以上の実施の形態に係る熱力学的サイクル３００の他の実
施の形態例を表す。前記サイクル３００は幾つかの点で前記熱力学的サイクル１００およ
び／または２００に類似することがあり、それによって、前記サイクル３００は、図１お
よび図２を参照することによって最も良く理解されることがあり、そこでは、類似の番号
は類似の要素に相当し、したがって、再び詳細には記述されることはないことになる。前
記熱力学的サイクル３００は、前記熱源１０６と熱的に連通する第３の熱交換器３０２を
使用する作業流体回路３１０を含有することがある。前記第３の熱交換器３０２は、上述
したように、前記第１および第２の熱交換器１０２、１０４に類似する種類の熱交換器の
ことがある。
【００４４】
　前記熱交換器１０２，１０４，３０２は、前記熱源１０６流と熱的に連通して直列に配
列されることがあり、前記作業流体回路３１０では並列に配列されることがある。前記対
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応する第１および第２の回収熱交換器１１６，１１８は、前記コンデンサ１２４をもった
前記回路３１０の前記低温側で直列に配列され、前記回路３１０の高温側で並列に配列さ
れている。前記作業流体が、ポイント３０４で、第１および第２量の流れｍ１、ｍ２に分
離した後、前記第３の熱交換器３０２が、前記第１量の流れｍ１を受け入れて前記熱源１
０６から熱を、膨張用の前記第１のタービン１１２に到達する前に、前記熱源１０６から
前記第１量の流れｍ１に伝導するように配列されることがある。前記第１のタービン１１
２での膨張に続いて、前記第１量の流れｍ１は、前記第１の回収熱交換器１１６を通るよ
うに方向付けられて残留熱を、前記第３の熱交換器３０２から放出された前記第１量の流
れｍ１に伝導する。
【００４５】
　前記第２量の流れｍ２は前記第２の熱交換器１０４を通るように方向付けられて、その
後に前記第２のタービン１１４で膨張する。前記第２のタービン１１４に続いて、前記第
２量の流れｍ２は、ポイント３０６で前記第１量の流れｍ１と再結合して前記結合量の流
れｍ１+ｍ２を生み出し、残留熱を前記第２の回収熱交換器１１８で前記第２量の流れｍ

２に供給する。
【００４６】
　前記第２のタービン１１４は再び使用されて前記第１または主要なポンプ１２０を駆動
することがあり、または、それはここで記述されたような他の手段により駆動されること
がある。前記第２または始動ポンプ１２２は、前記回路３１０の前記低温側に供給されて
、前記第２および第３の熱交換器１０４，３０２を含有する並列の熱交換器経路を通して
循環する作業流体を提供することがある。１の実施の形態例では、前記第１および第３の
熱交換器１０２，３０２は、前記サイクル３００の始動の間に実質的に0の流れをもつこ
とがありうる。前記作業流体回路３１０も、ポンプ駆動絞り弁のような絞り弁３０８や、
前記作業流体の前記流れを取り扱うための遮断弁３１２を含有することもある。
【００４７】
　図４は、開示された1または2以上の実施の形態例に係る熱力学的サイクル４００の他の
実施の形態例を表す。前記サイクル４００はいくつかの点で前記１００，２００および／
または３００と類似であり、そうであるので、前記サイクル４００は図１－図３を参照す
ることで最も良く理解でき、そこでは類似の番号が類似の要素に対応しかつ再び詳細には
記述されないことになる。前記熱力学的サイクル４００は作業流体回路４１０であって、
前記第１および第２の回収熱交換器１１６，１１８が単一の回収熱交換器４０２に統合化
されまたはそうでなければ置き換えられる。前記回収熱交換器４０２は、ここに記述され
た前記回収熱交換器１１６，１１８と同様の種類に属しまたは、回収熱交換器のほかの種
類またはいわゆる当業者に公知の熱交換器のことがある。
【００４８】
　図示されているように、前記回収熱交換器４０２は、熱を前記第１量の流れｍ１に、そ
れが前記第１の熱交換器１０２に入る際に伝導し、かつ熱を前記第１量の流れｍ１から、
それが前記第１のタービン１１２を出る際に受けるように配列されることがある。前記回
収熱交換器４０２も、熱を前記第２量の流れｍ２に対し、それが前記第２の熱交換器１０
４に入る際に伝導し、熱を前記第２量の流れｍ２から、それが前記第２のタービン１１４
を出る際に受けることがある。前記結合量の流れｍ１+ｍ２は前記回収熱交換器４０２か
ら前記コンデンサ１２４に流れる。
【００４９】
　他の実施の形態例では、前記回収熱交換器４０２は、図４に図示された破線の前記延長
線によって図示されるように、拡張されることがあり、または、そうでなければ、前記第
３の熱交換器３０２に入りかつそれを出る前記第１量の流れｍ１を受け入れるように設け
られることがある。したがって、追加の熱エネルギーが前記回収熱交換器３０４から引き
出されかつ前記第３の熱交換器３０２に向かう前記第１量の流れｍ１の前記温度を上昇さ
せることがある。
【００５０】
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　図５は、本開示に係る熱力学的サイクル５００の他の実施の形態例を表す。前記サイク
ル５００はいくつかの点で前記熱力学的サイクル１００と類似することがあり、そうであ
るので、上述した図１を参照することで最も良く理解されることがあり、そこでは類似の
番号が、再び説明されないことになる類似の要素に対応している。前記熱力学的サイクル
５００は図１の前記作業流体回路１１０に実質的に類似するが前記第１および第２のポン
プ１２０、１２２の異なる配列をもった作業流体回路５１０を有することがある。
　図１に表されているように、前記並列サイクルの各々は、１の独立のポンプ（各々、ポ
ンプ１２０は高温サイクル用であり、ポンプ１２２は低温サイクル用である）を有して通
常の運転中に前記作業流体の流れを供給する。一方、図５での前記熱力学的サイクル５０
０は前記主要ポンプ１２０を使用し、それは前記第２のタービン１１４によって駆動され
て、並行サイクルの両方に対して作業流体の流れを提供することがある。図５での前記始
動ポンプ１２２のみが前記熱エンジンの始動プロセスの間作動し、したがって、非モータ
駆動ポンプが、通常の運転中に求められる。
【００５１】
　図６は、本開示に係る熱力学的サイクル６００の他の実施の形態例を表す。前記サイク
ル６００はいくつかの点で前記熱力学的サイクル３００と類似し、そうであるので、上述
の図３を参照することによって最も良く理解されることがあり、そこでは、類似の番号が
類似の要素に対応して再び詳細には説明されないことになる。前記熱力学的サイクル６０
０は図３の前記作業流体回路３１０に実質的に類似するが第３の回収熱交換器６０２の追
加をもつ作業流体回路６１０を有することがあり、前記第３の回収熱交換器６０２は前記
第２の回収熱交換器１１８から放出された前記結合量の流れｍ１+ｍ２から追加の熱エネ
ルギーを引き出す。したがって、前記第３の熱交換器３０２に入る前記第１量の流れｍ１

の前記温度は、前記熱源１０６から移送された残留熱を受ける前に上昇することがある。
【００５２】
　図示されるように、前記回収熱交換器１１６，１１８，６０２は独立した熱交換器とし
て作動することがある。しかしながら、他の実施の形態例では、前記回収熱交換器１１６
，１１８，６０２は単一の回収熱交換器に統合化されることがあり、図４に関して上述し
た前記回収熱交換器４０６に類似する。
【００５３】
　ここに記述された各典型的な熱力学的サイクル１００－６００（サイクル１００，２０
０，３００，４００，５００および６００を意味する）によって図示されるように、各作
業流体回路１１０－６１０（回路１１０，２１０，３１０，４１０，５１０および６１０
を意味する）に組み込まれた前記並行熱交換サイクルおよび配列は、前記動力タービンの
入口温度を、単一のサイクルでは到達不能なレベルにまで上昇することによって所定の熱
源１０６からより大きな動力の生成を可能にし、それによって各典型的なサイクル１００
－６００に対するより高い熱的な効率性に帰着する。前記第２および第３の熱交換器１０
４，３０２を通して低温熱交換サイクルの追加は前記熱源１０６から利用可能なエネルギ
ーのより高い部分の回収を可能にする。さらに、各個々の熱交換サイクルに対する圧力比
は熱効率における追加の増進を最大化することができる。
【００５４】
　前記開示された実施の形態例のいくつかで実行されることがある他の変更は、限定され
ることなく、２段または多段のポンプ１２０，１２２を使用して、前記各タービン１１２
，１１４に対する前記入口圧力を最大化することを含有する。他の実施の形態例では、前
記タービン１１２，１１４は、共通の動力タービンシャフト上で並列の追加のタービンス
テージの使用によるように相互に連結されることがある。ここで熟考された他の変更は、
限定されるわけではないが、タービン駆動ポンプシャフト上で並列に追加されたタービン
ステージの前記使用、歯車ボックスを介してのタービンの連結、全体的な効率性を最大化
するための種々の回収熱交換器の配列、およびターボ機械の代わりのポンプである。前記
第２のタービン１１４の前記出力を前記発電機または前記第１のタービン１１２によって
駆動される電気生成装置と連結しまたは前記第１および第２のタービン１１２，１１４を
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ターボ機械の単一の部分、例えば、共通のシャフト上の独立の翼／円板を用いた多段のタ
ービン、または各半径方向のタービン用の独立のピニオンを用いる主駆動歯車を駆動する
半径方向のタービンの独立ステージである。さらに他の典型的な変更が熟考され、そこで
は前記第１および／または第２のタービン１１２，１１４は前記主要なポンプ１２０およ
びモータ発電機（図示せず）と連結されて、始動モータおよび発電機の両方として機能す
る。
【００５５】
　前記説明したサイクル１００－６００の各々は、固定されたまたは統合化された装置を
含有するがそれに限定されず、または運搬可能な排熱エンジンまたは「スキッド」のよう
な自給式の装置として、種々の物理的な実施の形態で実行されることがある。前記典型的
な排熱エンジンスキッドは、各作業流体回路１１０－６１０、および、タービン１１２，
１１４、回収熱交換器１１６，１１８、コンデンサ１２４、ポンプ１２０，１２２、弁、
作業流体供給および制御システムのような関連構成部分を配列することがあり、機械的お
よび電気的制御が単一の装置として統合化される。典型的な排熱エンジンスキッドは、「
熱エネルギー変換装置」という名称で、２００９年１２月９日に出願され同時に係属して
いる米国特許出願第１２／６３１,４１２で説明されかつ図示され、その内容は、これに
よって、本開示と矛盾しない程度において参照により含まれる。
【００５６】
　ここに開示された前記実施の形態例は、さらに前記説明した熱力学的サイクル１００－
６００と連結してまたはそれに統合化された量管理システム（ＭＭＳ）の組み込みおよび
使用を含有することがある。前記量管理システムは、量（すなわち、作業流体）を前記作
業流体回路１００－６００に対して追加しかつ除去することによって前記第１のポンプ１
２０での前記吸引圧力を制御するように設けられることがあり、それによって前記サイク
ル１００－６００の前記効率を上昇させる。1の実施の形態例では、前記量管理システム
は、前記サイクル１００－６００で半自動的に作動し、前記高圧側（ポンプ１２０の出口
から膨張器１１６，１１８の入口）および低圧側（膨張器１１２，１１４の出口からポン
プ１２０入口）内での圧力および温度を監視するためにセンサを使用する。
　前記量管理システムも、弁、タンクヒータまたは他の装置を含有して前記作業流体の前
記作業流体回路１１０－６１０および作業流体の貯溜のための量制御タンクへの移動を容
易化することもある。前記量管理システムの実施の形態例は、２００９年１２月４日に各
々出願された同時に係属している米国特許出願第１２／６３１,４１２、１２／６３１,４
００、および１２／６３１,３７９、２０１０年９月１３日に出願された米国特許第１２
／８８０,４２８、および２０１１年３月２２日に出願されたＰＣＴ出願、ＰＣＴ／ＵＳ
２０１１／２９４８６に図示されかつ説明されている。前述した件の各々の内容は、これ
によって、本開示と矛盾しない程度において参照によってここに含まれる。
【００５７】
　さて、図７および図８を参照すると、典型的な量管理システム７００，８００が図示さ
れ、1または2以上の実施の形態例では、各々、ここで説明された前記熱力学的サイクル１
００－６００と結合して使用されることがある。図７および図８に示されているように（
提携ポイントＡおよびＣのみが図８に示されている）、システム提携ポイントＡ，Ｂ，Ｃ
は図１－６に示された前記システム提携ポイントＡ，Ｂ，Ｃに相当する。したがって、量
管理システム７００，８００は、各々、対応するシステム提携ポイントＡ，Ｂ，Ｃ（もし
、利用可能であれば）で、図１－６の前記熱力学的サイクル１００－６００と流体的に各
々連結されることがある。前記典型的な量管理システム８００は、低（近周囲の）温度お
よびしたがって低圧力で作業流体を貯溜し、かつ、前記典型的な量管理システム７００は
作業流体を、周囲の温度でまたはその近傍で貯溜する。上述したように、前記作業流体は
、ＣＯ２のことがあるが、本開示の前記範囲を逸脱することなく、他の作業流体のことも
ある。
【００５８】
　前記量管理システム７００の典型的な動作では、作業流体貯溜タンク７０２は、提携ポ
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イントＡでの第１の弁７０４を通って前記作業流体回路１１０－６１０からの作業流体を
引き出すことによって加圧される。必要な場合には、前記貯溜タンク７０２の前記底近く
に配列された第２の弁７０６を開成することによって追加の作業流体が前記作業流体回路
１１０－６１０に追加されて、前記追加の作業流体が、前記ポンプ１２０（図１－６）か
ら上流側に配列された提携ポイントＣを通して流れることを可能にする。提携ポイントＣ
での前記回路１１０－６１０への作業流体の追加は、前記第１のポンプ１２０の前記吸引
圧力を上昇させることに役立つことがある。前記作業流体回路１１０―６１０から流体を
引き出しそれによって前記第１のポンプ１２０の前記吸引圧力を下降させるためには、第
３の弁７０８が、開成されて冷却されかつ加圧された流体が、提携ポイントＢを通して前
記貯溜タンクに入ることを可能にすることがある。あらゆる利用で必要ということではな
いが、前記量管理システム７００も前記タンク７０２から作業流体を除去してそれを前記
作業流体回路１１０－６１０に注入するように配列された移送ポンプ７１０を含有するこ
ともある。
【００５９】
　図８の前記量管理システム８００は２つのシステム提携またはインタフェースポイント
Ａ，Ｃのみを使用する。前記弁制御インタフェースＡは、前記制御フェーズ（例えば、前
記装置の通常運転）の間では使用されず、蒸気によって前記作業流体回路１１０－６１０
を予め加圧するためにのみ設けられて、前記回路１１０－６１０の前記温度が、満杯の間
最小の閾値の上に保つ。気化器が含有されて周囲の熱を前記液体相の作業流体を前記作業
流体の周囲温度近傍の気体相に変換するために使用することがある。前記気化器なしでは
、前記システムは、満杯の間に劇的に温度を下降するおそれがある。前記気化器も蒸気を
前記貯溜タンク７０２に戻して、引き出された流体の前記失われた体積を補償し、それに
よって圧力増進として作動する。少なくとも１の実施の形態では、前記気化器は電気的に
加熱されまたは二次的な流体によって加熱されることができる。運転中、前記第１のポン
プ１２０（図１－６）の前記吸引圧力を上昇させたい場合には、提携ポイントＣでまたは
その近傍に設けられた移送ポンプ８０２によって吸引されることによって作業流体が選択
的に前記作業流体回路１１０－６１０に追加されることがある。前記ポンプ１２０の前記
吸引圧力を低減したい場合には、作業流体が選択的にインタフェースＣで前記システムか
ら引き出され、かつ1または2以上の弁８０４，８０６を通して膨張して前記貯溜タンク７
０２の前記比較的低い貯溜圧力に下降させる。
【００６０】
　大部分の状況では、前記弁８０４，８０６に続く前記膨張した流体は、2相（すなわち
、気体＋液体）ということになる。前記貯溜タンク７０２での前記圧力がその通常の動作
限界を越えることを回避するには、気体コンプレッサ８０８および付随するコンプレッサ
８１０を含有する小さな気体圧縮冷却サイクルが設けられることがある。他の実施の形態
では、前記コンデンサは、気化器として使用され、そこでは、コンデンサの水が、ヒート
シンクの変わりに熱源として使用されている。前記冷却サイクルは前記作業流体の前記温
度を下降させて充分に前記上記を濃縮して、前記設計した条件で前記貯溜タンク７０２の
前記圧力を維持するように構成されることがある。ご察しのように、前記蒸気加圧冷却サ
イクルは量管理システム８００内に統合化されることがあり、または独立の冷却ループを
もった独立型の蒸気加圧サイクルのことがある。
【００６１】
　前記貯溜タンク７０２内に含有される前記作業流体は前記タンク７０２の底部ではより
高い密度の作業流体をもち前記タンク７０２の上部ではより低い密度をもつように層状化
する傾向にあることになる。前記作業流体は液体相、気体相またはその両方にあり、また
は超臨界のことがあり、もし前記作業流体が気体相および液体相の両方にある場合には、
前記潮流タンク７０２の前記底部での前記より濃い密度の作業流体によって、作業流体の
１の相が他の相から分離する相境界があることになる。このようにして、前記量管理シス
テム７００，８００は、前記貯溜タンク７０２内で前記より最も高い密度の作業流体を前
記回路１１０－６１０に引き渡すことができることになる。
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【００６２】
　前記作業流体回路１１０－６１０を通しての前記作業流体の環境および状態に対する種
々の記述された制御または変化の全ては、温度、圧力、流れ方向および流速、およびポン
プ１２０，１２２、およびタービン１１２，１１４のような構成部分の動作は、図７、図
８に概して図示された制御システム７１２によって監視されおよび／または制御されるこ
とがある。本開示の前記実施の形態と互換性のある典型的な制御システムは、「作業流体
充填システムを用いた熱機関および熱電気システムおよび方法」という名称で、２０１０
年９月１３日に出願された同時係属の米国特許出願第１２／８８０,４２８に記述されか
つ図示され、上述したように、参照によって含まれる。
【００６３】
　１の実施の形態例では、前記制御システム７１２は、制御ループフィードバックシステ
ムとして１または２以上の比例積分偏差（ＰＩＤ）制御器を含有することがある。他の実
施の形態例にあっては、前記制御システム７１２は、制御プログラムを格納しかつ前記制
御プログラムを実行してセンサ入力を受け入れかつ所定のアルゴリズムまたはテーブルに
従って制御信号を生成することができるマイクロプロセッサに基づくシステムのことがあ
る。例えば、前記制御システム７１２はコンピュータ読取可能媒体上に格納された制御ソ
フトウェアプログラムを動かすマイクロプロセッサに基づくコンピュータのことがある。
前記ソフトウェアプログラムは、前記作業流体回路１１０－６１０中至る所に位置した種
々の圧力、温度、流速センサからのセンサ入力を受け入れ、そこから制御信号を生成し、
そこでは前記制御信号は前記回路１１０－６１０の前記動作を最大化しおよび／または選
択的に制御するように構成されている。
【００６４】
　各量管理システム７００，８００は、そのような制御システム７１２と、連通可能に連
結されることがあって、前記種々の弁およびここに記述された他の装置の制御が自動化さ
れまたは半自動化されて前記回路１１０－６１０中に配置した前記種々のセンサを通して
得られたシステムの性能データに応答し、また周囲条件および環境条件に応答する。いわ
ば前記制御システム７１２は前記量管理システム７００，８００の各構成部分と連通しか
つ前記熱力学的サイクル１００－６００の機能をより効率的に成し遂げるようにその前記
動作を制御するように構成されることがある。例えば、前記制御システム７１２は前記シ
ステム内の前記弁、ポンプ、センサ等の各々と（導線、ＲＦ信号等を介して）連通し、か
つ制御ソフトウエア、アルゴリズムまたは他の所定の制御機構に応じて前記構成部分の各
々の動作を制御するように構成されることがある。これは、前記作業流体の圧縮性を減少
させることによって前記第１のポンプ１２０の前記吸引圧力を能動的に増加させるために
、前記第１のポンプ１２０の前記入口での前記作業流体の温度および圧力を制御すること
が有効であることを立証することがある。そうすることは前記熱力学的サイクル１００－
６００の前記全般的な圧力比を増加させるとともに前記第１のポンプ１２０への損傷を回
避することがあり、それによって前記効率性および動力出力を増進する。
【００６５】
　1または2以上の実施の形態例では、前記ポンプ１２０の前記入口での前記作業流体の前
記沸点圧力より上に前記ポンプ１２０の前記吸引圧力を維持するという効果を立証するこ
とがある。前記作業流体回路１１０－１６０の低温側での前記作業流体の前記圧力を制御
する1の方法は図７の前記貯溜タンク７０２での前記温度を制御することによるものであ
る。これは前記ポンプ１２０の前記入口での前記温度よりも高いレベルに前記貯溜タンク
７０２の前記温度を維持することによって達成されることがある。これを達成するには、
前記量管理システム７００は、前記タンク７０２内にヒータおよび／または螺旋状配管７
１４の前記使用を含有することがある。前記ヒータ／螺旋状配管７１４は前記タンク７０
２内の前記流体／蒸気からの熱を追加しまたは除去するように配列されることがある。１
の実施の形態例では、前記貯溜タンク７０２の前記温度は直接的な電熱を使用して制御さ
れることがある。しかしながら、他の実施の形態例では、前記貯溜タンク７０２の前記温
度は、ポンプの放出流体（前記ポンプの入口でよりも高い温度での）による熱交換器螺旋
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状配管、前記冷却器／コンデンサ（また、前記ポンプの入口におけるよりも高い温度で）
からの使い果たされた冷却水による熱交換器螺旋状配管、またはこれらの組合せのような
ものであるがこれに限定されない他の装置を使用して制御されることがある。
【００６６】
　さて、図９および図１０を参照すると、冷却システム９００，１０００は、各々、任意
の上記サイクルと連結して採用されてガスタービンまたは他の空気吸い込みエンジンの吸
引エアの予冷を含有するがこれに限定されない工業的プロセスの他の領域の冷却を提供し
、それによってより高いエンジン動力出力を供給することもある。図９および図１０での
システム提携ポイントＢおよびＤまたはＣおよびＤは、図１－６の前記システム提携ポイ
ントＢ、ＣおよびＤに対応することがある。したがって、冷却システム９００，１０００
は、対応するシステム提携ポイントＢ、Ｃ、および／またはＤ（利用可能な場合）におけ
る、図１－６の１または２以上の前記作業流体回路１１０－６１０と各々流体的に連結す
ることがある。
【００６７】
　図９の前記冷却システム９００において、前記作業流体の一部は、システム提携ポイン
トＣで、前記作業流体回路１１０－６１０から引き出されることがある。流体の前記部分
の前記圧力は膨張装置９０２を通して低減され、膨張装置９０２は弁、開口部、または、
タービン若しくは容積式の膨張装置のような流体膨張装置のことがある。この膨張プロセ
スは前記作業流体の前記温度を下降させる。その際、熱が蒸発器熱交換器９０４内で前記
作業流体に加えられ、該蒸発器熱交換器は外部プロセス流体（例えば、エア、水等）の前
記温度を低減させる。前記作業流体圧力は、その際、コンプレッサ９０６の前記使用を介
して再上昇し、その後システム提携ポイントＤを通して前記作業流体回路１１０－６１０
に再導入される。
【００６８】
　前記コンプレッサ９０６は、前記システムの主要タービンに追加した専用タービンまた
は追加の車輪のいずれかから離れ、モータ駆動またはタービン駆動のことがある。他の実
施の形態例では、前記コンプレッサ９０６は、前記主要な作業流体回路１１０－６１０と
統合化されることがある。さらに他の実施の形態例では、前記コンプレッサ９０６は、流
体放出装置の形態を取り、システム提携ポイントＡから起動流体が供給され、前記コンデ
ンサ１２４（図１－６）から上流で、システム提携ポイントＤに放出される。
【００６９】
　図１０の前記冷却システム１０００も実質的に上述した前記コンプレッサ９０６に類似
のコンプレサ１００２を有することもある。前記コンプレッサ１００２は、流体放出器の
前記形態を取り、提携ポイントＡ（図示しないが、図１－６のポイントＡに相当する）を
通して作業流体サイクル１１０－６１０から起動流体が供給され、提携ポイントＤを通し
て前記サイクル１１０－６１０に放出されることがある。前記図示された実施の形態例で
は、前記作業流体は、前記サイクル１１０－６１０から、提携ポイントＢを通して引き出
されかつ、上述した前記膨張装置９０２に類似する膨張装置１００６で膨張される前に熱
交換器１００４によって予冷される。１の実施の形態例では、前記熱交換器１００４は水
―ＣＯ２、またはエア－ＣＯ２熱交換器を含有することある。ご察しのように、前記熱交
換器１００４の前記追加は、図９に示された前記冷却システム９００によって可能な追加
の上述の冷却能力を提供することがある。
【００７０】
　ここで用いられた前記語句「上流」および「下流」は、本開示の種々の実施の形態例お
よび配置をより明瞭に記述することを意図したものである。例えば、「上流」は一般的に
、通常の運転中に前記作業流体の流れの方向に向かってまたはそれに抗していることを意
味し、「下流」は一般的に通常の運転中に前記作業流体の前記流れの前記方向とともにま
たはそれに沿うことを意味する。
【００７１】
　前述したことはいくつかの実施の形態の構成要素を概説したものなので、いわゆる当業
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者が本開示をより良く理解することができる。いわゆる当業者は、ここに紹介した実施の
形態と同一の目的を実行し、および／または同一の利益を達成するために他の方法および
構造を設計しまたは変更するための基礎として本開示を喜んで使用する可能性があること
を承認すべきである。いわゆる当業者は、また、そのような等価な構成は、本開示の主旨
および範囲から逸脱していないこと、および、彼らが本開示の主旨および範囲を逸脱する
ことなく、種々の変形、置換えおよび変更を行なう可能性があることを十分に理解すべき
である。

【図１】 【図２】
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【図９】

【図１０】
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